秘密保持契約書
●株式会社（以下「甲」という。）と●株式会社（以下「乙」という。）とは、以下のとおり合意したので、●年●月●日付で本秘密保持契約書（以下「本契約」という。）を締結するものとする。
目的
本契約において､「本目的」とは、●を意味する。
秘密情報
1.
本契約において、「秘密情報」とは、本契約の当事者が、相手方より書面、口頭、記録媒体その他方法の如何を問わず提供又は開示された、相手方の技術、営業、業務、財務、組織、その他の事項に関するあらゆる情報のうち、(i)開示の際に相手方から秘密情報である旨を明示されたもの、及び、(ii)口頭、視覚的方法その他無形の方法による開示の場合は開示後●日以内に相手方から当該情報の内容及びかかる情報が秘密情報である旨を記載した書面を交付されたものを意味する。
2.
前項の定めにかかわらず、以下の各号に該当することが書面により証明できるものは秘密情報から除外するものとする。
(1)
相手方から提供又は開示がなされたとき、既に公知となっていた、又は自己において既に知得していたもの
(2)
相手方から提供又は開示がなされた後、自己の責に帰せざる事由により公知となったもの
(3)
提供又は開示の権限のある第三者から秘密保持義務を負わされることなく適法に取得したもの
(4)
秘密情報によることなく単独で開発したもの
(5)
相手方から秘密保持の必要なき旨書面で確認されたもの
秘密情報の管理
1.
本契約の当事者は、相手方の事前の書面による承諾なしに、秘密情報を本目的以外に利用してはならず、秘密情報を本目的のために秘密情報を知る必要のある自己の役員又は従業員、弁護士、弁理士、公認会計士、その他専門家であって法律上の守秘義務を負う者、及び、【その他開示対象があれば追記】●以外の第三者に開示又は漏洩してはならない。本契約の当事者は､自己の秘密情報に対するのと同等の注意（但し合理的な程度を下回らないものとする。）をもって、相手方の秘密情報を取り扱うものとする。
2.
本契約の当事者は、本目的に必要な範囲を超えて、秘密情報を複製しないものとし、秘密情報の複製物については第1項及び第2項に準じて管理するものとする。
3.   甲及び乙は、本契約に基づく秘密情報の秘密保持に支障を生ずるおそれのある事実を知ったときは、その事実の帰責の如何に拘らず、直ちにその旨を相手方に報告し、速やかに応急措置を加えた後、遅滞なく相手方に対し書面により詳細な報告及び今後の方針案を提出する。
強制的開示
第3条の規定に拘らず、本契約の当事者は、法令による場合、又は裁判所若しくは政府機関その他公的機関による命令、要求若しくは要請がある場合は、当該命令等に従うために必要な限度において秘密情報又は交渉過程等を開示することができる。但し、この場合、開示を行った当事者は開示した旨を速やかに相手方に通知するとともに、相手方の合理的な指示に従わなければならない。
秘密情報の返還、廃棄等
本契約の当事者は、相手方から求められた場合にはいつでも、遅滞なく、相手方の指示に従い、秘密情報、秘密情報を記載又は包含した文書及び記録媒体等並びにそれらの全ての複製物について、返却、廃棄その他の処分をなすものとする。
知的財産権
1.
本契約に基づく一方当事者から他方当事者への情報の開示は、明示黙示を問わず、秘密情報及びそれに含まれる特許権、実用新案権、商標権、意匠権、著作権、ノウハウ、その他の知的財産権についての使用権、実施権若しくはライセンスの付与若しくは設定又は譲渡を意味するものではない。
免　責
1.
本契約の締結はいずれの当事者に対してもいかなる情報の開示も義務付けるものではない。
2.
全ての秘密情報は現状有姿で提供され、いずれの当事者も明示黙示を問わず秘密情報の正確性、完全性及び効果について何らの保証もしないものとする。いずれの当事者も、自己の判断と責任に基づき相手方の秘密情報を利用し､秘密情報を提供又は開示した当事者は相手方が秘密情報を利用したことに関連して被った損害について一切の責任を負わないものとする。
有効期間
1.
本契約は、本契約締結の日から1年間効力を有する。但し、有効期間満了1ヶ月前までに、いずれの当事者からも更新を拒絶する旨の通知がなされなかった場合には、本契約は同一の条件で1年間自動的に更新されるものとし、以後も同様とする。
2.
本契約の終了に拘らず、具体的な個々の秘密情報については、その提供又は開示の時から1年間は本契約の規定が有効に適用されるものとする。
損害賠償等
本契約の当事者は、本契約に違反することにより相手方に損害を与えた場合には、相手方に対して直接かつ通常の範囲で損害を賠償する責任を負う｡
契約内容の変更
本契約の内容は、本契約の当事者の書面による合意によってのみ変更することができる。
譲渡禁止
本契約の当事者は、相手方の書面による事前の同意なくして、本契約の契約上の地位又は本契約に基づく権利若しくは義務につき、第三者に対する譲渡、担保設定、その他の処分をしてはならないものとする。
反社会的勢力排除
1.
甲及び乙は、相手方に対して、本契約が締結された日及び将来にわたり、自己又は自己の役員及び従業員が次の各号に該当する者又は団体（以下「反社会的勢力」という。）に該当しないことを表明し、保証するものとする。

暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、政治活動、社会運動等標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団等、反社会的勢力共生者
2.
甲及び乙は、合理的理由に基づき相手方が次の各号に該当すると判断した場合、何らの催告なしに本契約を解除することができる。
(1)
反社会的勢力である場合、又は反社会的勢力であった場合
(2)
自ら又は第三者を利用して、相手方に対して以下の行為を行った場合
　ア
違法なあるいは相当性を欠く不当な要求
　イ
有形力の行使に限定しない示威行為などを含む暴力行為
　ウ
情報誌の購買など執拗に取引を強要する行為
　エ
被害者団体など属性の偽装による相手方への要求行為
　オ
その他「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律」で禁止されている行為
(3)
相手方に対して、自身が反社会的勢力である、又は、関係者である旨を伝えるなどした場合
3.
甲及び乙は、前項により本契約を解除したことにより相手方に損害が生じたとしても、一切の損害賠償を負わないものとする。
完全合意
本契約は、本契約に含まれる事項に関する本契約の当事者間の完全な合意を構成し、口頭又は書面によるとを問わず、当事者間の本契約に定める事項に関する事前の合意、表明及び了解に優先する。
準拠法及び管轄裁判所
本契約の準拠法は日本法とし、本契約に関連する一切の紛争については、東京地方裁判所又は東京簡易裁判所を第一審の専属管轄裁判所とする。
本契約の成立の証として本書2通を作成し各当事者署名又は記名押印の上各1通を保管する。
20●年●月●日
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●
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●
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